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運転免許取得間際の娘と、思い立ったように出かけた東京モーターショー！まさに近未来
を見るような感動。ドライバーがハンドルに一切ふれない完全自動運転車!!遠方からの帰り
道は、ハンドルを格納し、深くリクライニングして、全員でリラックスして自宅まで移動
できるのです。フロントパネルには、なんと外の光景まで映し出されます。ドアの開閉が
しにくい狭い駐車スペースでも、手元のスマートフォンにふれるだけで、自在に自動運転!!
｢2030年の話??｣と聞く娘に、｢2020年では｡｡｡」と答える父。次代の夢を描き続ける技術革新
に、世代を超えて胸が躍った一日でした。今月もどうぞ宜しくお願いいたします。



年末に近づくこの時期は、1年間に支払っ

た医療費がいくらになるか予想がつきます。

平成29年分から、医療費控除について「セル

フメディケーション税制」を適用することが

できるようになり、従来のものといずれも適

用が可能な場合には、どちらか一方の適用と

なることから、税金がより少なくなるのはど

ちらか検討する必要があります。

1.適用対象者としての要件

セルフメディケーション税制は、健診受診

率の向上や薬局等からの医薬品購入による、

医療費の抑制を目的として創設されました。

こうした背景もあり、適用を受けるためには

その年分に「一定の取組」を行う必要があり

ます。具体的には、次のいずれかを申告者本

人が受けていなければなりません。

2.対象医薬品

対象となる医薬品は、一定のスイッチOTC

医薬品に限定されています。対象か否かは、

領収書（レシート）に明記されていますので、

判別が容易に可能です。

3.控除額

医療費控除の額は、その年の1月1日から12

月31日までの購入金額合計額のうち12,000円

を超える部分の金額（上限88,000円）です。

この購入金額は申告者本人だけでなく、本人

と生計を一にする配偶者その他の親族分も含

めることができます。

4.適用ポイント

（1）「一定の取組」の証明書を添付

確定申告の際、「一定の取組」の証明書を

添付（又は提示、以下同じ）する必要があり

ますが、要件を1.①～⑤のどれで満たすかに

より、添付する書類が異なります。例えば②

のインフルエンザの予防接種で要件を満たそ

うとする場合、当該予防接種の領収書の原本

を添付する必要があります。インフルエンザ

の予防接種代は従来の医療費控除の対象外で

あるため、領収書を手元に残さない方もい

らっしゃるでしょう。これから年末にかけて

この予防接種を受ける方は、原本の紛失に注

意しましょう。他方、③のような勤務先が毎

年行う定期健康診断で要件を満たそうとする

場合、提出する証明書が結果通知表であれば

写しで構いませんが、勤務先が発行した証明

書であるときは原本でなければなりません。

（2）明細書の記載により領収書は自己保管

確定申告の際、明細書を作成して添付しま

す。この添付により領収書の添付は不要です

が、確定申告期限等から5年間は税務署の求

めに応じて提出（提示）する必要があり、そ

の間は自己保管しなければなりません。なお、

平成31年分までは、これらに代えて領収書の

添付によることも認められています。

○ Zeimu information November 2017

従来 vs. セルフメディケーション
どちらが医療費控除として得なの？

セルフメディケーション税制の概要

①健康診査（医療保険各法等に基づくもの）
②定期予防接種（予防接種法第5条第1項に基づ

くもの）又は当該定期予防接種を除いたインフ
ルエンザの予防接種

③健康診断（労働安全衛生法第66条第1項に基づ
くもの及び結果書面提出等も含む）

④特定健康診査（⾼齢者の医療の確保に関する法
律第20条に基づくもの及び結果書面提出等も含
む）又は特定保健指導（同法第24条に基づくも
の）

⑤がん検診（健康増進法第19条の2に基づくもの）

控除額＝購⼊⾦額の合計額－12,000円
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○ Zeimu information November 2017

1.平成29年分からの改正内容

従来の医療費控除は引続き適用が可能です

が、平成29年分から手続き上の改正がされて

います。具体的には次のとおりですが、平成

31年分まではこれまでの領収書の添付による

適用も認められています。

（1）明細書の作成及び添付

確定申告の際、明細書の作成及び添付が必

要となりました。この明細書には次の（2）

と（3）に分けて記入します。

（2）「医療費の通知」による適用

保険者から送付される“医療費のお知ら

せ”など、これまで証明書類として認められ

なかった「医療費の通知」について、明細書

に記入するとともに確定申告書に添付するこ

とで、認められることになりました。ここに

記入した医療費に係る領収書の添付及び自己

保管は不要です。

（3）（2）以外の医療費とその領収書

上記（2）以外の医療費は、明細書に記入

することで領収書の添付は不要となりました。

ただし、この領収書はセルフメディケーショ

ン税制と同様、5年間の自己保管が必要です。

2.対象医療費

対象となる医療費は、【参考1】のような

診療や治療等のために支払った対価です。

3.控除額

医療費控除の額は、その年の1月1日から12

月31日までに支払った医療費の合計額から次

の①と②を控除した金額（上限200万円）で

す。この医療費には、申告者本人だけでなく、

本人と生計を一にする配偶者その他の親族の

ために支払った医療費分も含めることができ

ます。

項目別の両者の違いを【参考2】に示しま

した。どちらが得なのか、試算する以外にな

いことがお分かりいただけますでしょうか。

“修正申告”や“更正の請求”など税金を

計算し直す手続きの際、当初の確定申告時と

は別の方法によって医療費控除を適用するこ

とはできないため、最初の選択が肝要です。

適切な選択を行うために、必要な書類を早め

に集め、試算しましょう。

従来の医療費控除の改正

① 保険⾦等で補填される⾦額
例．出産育児⼀時⾦、⾼額療養費、生命保険等に係る

⼊院給付⾦）
② 10万円（その年の総所得⾦額等が200万円未満の人

は、総所得⾦額等の5％相当額）

控除額＝医療費の合計額－①－②

【参考1】対象医療費の例⽰
・ ドラッグストアで購⼊した風邪薬などの医薬品
・ 介護保険を使い、訪問介護を利⽤したときの⾃⼰負担分
・ 「おむつ使⽤証明書」がある人のおむつ代
・ 通院のためのバス乗⾞代

【参考2】セルフメディケーション税制と従来の医療費控除との⽐較
セルフメディケーション税制 従来の医療費控除

申告者本人の要件 その年分に「⼀定の取組」を⾏う必要がある 特段なし

対象医療費 ⼀定のスイッチOTC医薬品に限定 ⼀定の診療代等（セルフメディケーション税制よりも適⽤範囲は広い）

控除⾦額 12,000円を超える部分
（上限88,000円）

10万円※1を超える部分※2（上限200万円）
※1 ⼀定の所得以下は、これよりも低い場合がある。※2 保険⾦等の補填分を除く。

・ 病院で保険証を⽤いて⽀払った診療代
・ 産婦人科の病院や助産所へ⽀払った妊娠出産に係る検診、
　検査、分娩費⽤
・ ⼩児の矯正⻭科治療代⾦

どちらが得なの？
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労務情報 201７年11月号

今年も大幅な引上げとなった
最低賃金

最低賃金の種類と改定タイミング

平成29年3月28日に策定された「働き方改革実行計画」では、最低賃金につい

て、年率3％程度を目途に、名目GDP成長率にも配慮しつつ引上げ、全国加重

平均が1,000円になることを目指すとされました。こうした背景の下、平成29

年度の地域別最低賃金はどのようになったのでしょうか。確認してみます。

地域別最低賃金額と発効日

賃金については、毎年度、都道府県ごとに

その最低額（最低賃金）が定められており、

企業にはその額以上の賃金を労働者に支払う

ことが義務付けられています。

この最低賃金には、都道府県ごとに定めら

れた「地域別最低賃金」と、特定の産業に従

事する労働者を対象に定められた「特定（産

業別）最低賃金」の2種類があり、毎年10月

頃に「地域別最低賃金」が改定されることに

なっています。平成29年度についても全都道

府県の「地域別最低賃金」が出揃いました。

平成29年度の地域別最低賃金と発効日は、

下表のとおりとなっています。すべての都道

府県で21円以上の引上げとなりました。

昨年に引き続き大幅な引上げが行われてい

ますので、採用募集時の賃金を引上げる等に

より、社内の賃金バランスが崩れていないか

も確認しておきましょう。

改定前 改定後 改定前 改定後
北海道 786 810 24 平成29年10⽉1⽇ 滋　賀 788 813 25 平成29年10⽉5⽇
⻘　森 716 738 22 平成29年10⽉6⽇ 京　都 831 856 25 平成29年10⽉1⽇
岩　手 716 738 22 平成29年10⽉1⽇ 大　阪 883 909 26 平成29年9⽉30⽇
宮　城 748 772 24 平成29年10⽉1⽇ 兵　庫 819 844 25 平成29年10⽉1⽇
秋　田 716 738 22 平成29年10⽉1⽇ 奈　良 762 786 24 平成29年10⽉1⽇
山　形 717 739 22 平成29年10⽉6⽇ 和歌山 753 777 24 平成29年10⽉1⽇
福　島 726 748 22 平成29年10⽉1⽇ 鳥　取 715 738 23 平成29年10⽉6⽇
茨　城 771 796 25 平成29年10⽉1⽇ 島　根 718 740 22 平成29年10⽉1⽇
栃　木 775 800 25 平成29年10⽉1⽇ 岡　山 757 781 24 平成29年10⽉1⽇
群　馬 759 783 24 平成29年10⽉7⽇ 広　島 793 818 25 平成29年10⽉1⽇
埼　玉 845 871 26 平成29年10⽉1⽇ 山　口 753 777 24 平成29年10⽉1⽇
千　葉 842 868 26 平成29年10⽉1⽇ 徳　島 716 740 24 平成29年10⽉5⽇
東　京 932 958 26 平成29年10⽉1⽇ 香　川 742 766 24 平成29年10⽉1⽇
神奈川 930 956 26 平成29年10⽉1⽇ 愛　媛 717 739 22 平成29年10⽉1⽇
新　潟 753 778 25 平成29年10⽉1⽇ ⾼　知 715 737 22 平成29年10⽉13⽇
富　山 770 795 25 平成29年10⽉1⽇ 福　岡 765 789 24 平成29年10⽉1⽇
石　川 757 781 24 平成29年10⽉1⽇ 佐　賀 715 737 22 平成29年10⽉6⽇
福　井 754 778 24 平成29年10⽉1⽇ ⻑　崎 715 737 22 平成29年10⽉6⽇
山　梨 759 784 25 平成29年10⽉14⽇ 熊　本 715 737 22 平成29年10⽉1⽇
⻑　野 770 795 25 平成29年10⽉1⽇ 大　分 715 737 22 平成29年10⽉1⽇
岐　阜 776 800 24 平成29年10⽉1⽇ 宮　崎 714 737 23 平成29年10⽉6⽇
静　岡 807 832 25 平成29年10⽉4⽇ ⿅児島 715 737 22 平成29年10⽉1⽇
愛　知 845 871 26 平成29年10⽉1⽇ 沖　縄 714 737 23 平成29年10⽉1⽇
三　重 795 820 25 平成29年10⽉1⽇ （※）平成29年9⽉22⽇時点の情報です。

表　平成29年度の最低賃⾦（単位：円）

都道府県名 最低賃⾦時間額 引上額 発効⽉⽇ 都道府県名 最低賃⾦時間額 引上額 発効⽉⽇
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経営情報 201７年11月号

人手不足を補うために採用活動を続けるものの、なかなかうまくいかな

いという中小企業もあることでしょう。ここでは、中小企業が採用に当

たり求職者に重点的に伝えた情報と、求職者が重視した企業情報につい

てみていきます。

中小企業が伝えたい情報と
求職者が知りたい企業情報

2017年版中小企業白書から、中小企業が労

働人材の採用に当たって、求職者に対して重

点的に伝えた情報と、求職者が重視した企業

情報（※）をまとめると下表のとおりです。

中小企業が求職者に対して重点的に伝えた内

容では、仕事内容･やりがいの割合が最も高

くなりました。次いで給与･賞与の水準も

50％を超えました。

求職者が重視した企業情報をみると、18～

34歳と35～54歳の労働人材では給与・賞与の

水準が、55歳以上では就業時間・休暇制度の

割合が最も高くなりました。すべての年代で

これらが上位2つに入り、仕事内容・やりが

いが3番目に高い割合になっています。

中小企業は重点的に伝えたものの、求職者

はそれほど重視していない情報では、沿革･

経営理念･社風が中小企業は37.1％であるの

に対して、求職者は最高でも5.4％となって

います。また技術力･サービス力･社会的意義

も、中小企業は25.8％ですが、求職者は高く

ても3.8％になっています。

採用面接の際などは、こうした違いも意識

しながら取り組むとよいのではないでしょう

か。

企業が重点的に伝えた情報

求職者が重視した企業情報

（※）中小企業庁「2017年版中小企業白書」
ここで紹介したデータは白書427ページ掲載のデータです。労働人材とは、各部門において、比較的定型的な業務を担う

人材や組織の管理・運営の責任者となっていない人材などをいいます。表中の（）内の数字は回答数です。白書の詳細は次
のURLのページから確認いただけます。http://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H29/h29/index.html

中⼩企業
（3039）

18〜34歳の労
働人材（514）

35〜54歳の労
働人材（614）

55歳以上の労働
人材（209）

仕事内容･やりがい 57.2 27.0 26.5 21.1
給与･賞与の水準 50.6 36.6 30.6 25.8
就業時間･休暇制度 41.4 32.7 28.7 26.3
沿⾰･経営理念･社風 37.1 5.4 3.9 5.3
職場の雰囲気 34.5 15.6 16.0 13.9
技術⼒･サービス⼒･社会的意義 25.8 3.1 3.7 3.8
業績･経営の安定度 25.0 9.3 7.0 9.1
研修･能⼒開発⽀援 18.3 3.3 1.5 1.9
仕事と生活の両⽴への配慮 15.8 11.3 10.9 9.6
昇給･昇進制度 12.5 6.6 4.6 1.9
福利厚生 11.0 11.1 5.2 3.3
業界シェア・知名度 8.4 4.5 2.1 1.9

中⼩企業庁「2017年版中⼩企業⽩書」より作成

労働人材の採⽤に当たって、中⼩企業が重点的に伝えた情報と求職者が重視した企業情報（複数回答、％）

ギャップの大きな情報は
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上記調査結果から、動画サービスの種類別

に年代別の利用率をまとめると、下表のとお

りです。サービス種類別では、すべての年代

でYouTubeやニコニコ動画といった、オンデ

マンド型の動画共有サービスの利用率が最も

高くなりました。特に20代では90％を超え、

10代や30代も90％近い利用率となっています。

また60代以外は利用率が50％を超えました。

その他、いずれも利用していない割合をみる

と、60代こそ56.8％と半数以上が動画サービ

スを利用していませんが、他の年代では30％

以下となっています。

年代別にみると、20代が唯一すべてのサー

ビスの利用率が10％を超えています。また有

料多チャンネル放送サービス以外は全体（全

年代）の利用率を超えており、他の年代に比

べて、動画サービスを利用している割合が高

いことがわかります。

上記調査の平成25年の結果によると、最も

利用率の高いオンデマンド型の動画共有サー

ビスの全年代の利用率は52.8％でした。それ

が28年には71.1％にまで高まっています。逆

に、いずれも利用していないとする割合は、

25年の37.3％が28年には23.5％に低下してい

ます。

IT情報

高まる動画サービスの利用率

201７年11月号

スマートフォンの急速な普及などに伴い、動画サービスを利用する人が増え
ています。ここでは、7月に発表された調査結果（※）から、年代別に動画
サービスの利用率をみていきます。

（※）総務省「平成28年情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査報告書」
13歳から69歳までの男女1500人を対象に、平成28年11～12月に行われた調査です。表中の（）内の数字が回答数です。
具体的なサービス例は、オンデマンド型の動画共有サービスはYouTube、ニコニコ動画など、ライブ配信型の動画共有

サービスはUstream、ニコニコ生放送など、オンデマンド型の放送番組配信サービスはNHKオンデマンド、フジテレビオンデ
マンドなど、オンデマンド型の動画配信サービスはGYAO!、アクトビラ、Hulu、Netflix、ひかりTVなど、有料多チャンネル
放送サービスはWOWOW、スカパー、ケーブルテレビなど、インターネットを利用したラジオ放送サービスはradikoなどです。
結果の詳細は次のURLから確認いただけます。http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01iicp01_02000064.html

20代では90％を超えるサービスも

4年前と比べてみると

企業でも商品紹介や使用方法の説明、採用時の企業紹介等への動画の活用はもちろん、社

内マニュアルでも動画を用いるケースがあります。まだ活用してない企業は、自社でできる

部分からでも取り組んでみてはいかがでしょうか。

全年代
（1500）

10代
（140）

20代
（217）

30代
（267）

40代
（313）

50代
（260）

60代
（303）

オンデマンド型の動画共有サービス 71.1 87.1 94.0 89.9 79.9 57.7 33.3
ライブ配信型の動画共有サービス 6.1 7.1 15.2 6.0 6.1 3.5 1.7
オンデマンド型の放送番組配信サービス 8.1 7.1 10.1 9.0 6.1 11.5 5.3
オンデマンド型の動画配信サービス 10.2 8.6 14.7 13.5 9.9 11.2 4.3
有料多チャンネル放送サービス 18.3 12.1 14.7 18.0 16.9 26.2 18.5
インターネットを利⽤したラジオ放送サービス 10.6 6.4 13.4 12.7 12.5 12.3 5.3
いずれも利⽤していない 23.5 11.4 5.5 7.9 17.3 30.0 56.8

総務省「平成28年情報通信メディアの利⽤時間と情報⾏動に関する調査報告書」

平成28年動画共有・配信サービス等の利⽤率（全年代・年代別）
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１．年末調整の準備

２．年末賞与の支払準備

３．所得税の予定納税額の減額申請（第2期分のみ）

４．翌年のカレンダーの作成

５．忘年会の準備

６．防火対策

年末の行事や年初の備品発注などの準備に追われます。スケジュールの確認を徹底し、もれ
のないようにしましょう。

お仕事備忘録
2017年11月

１．年末調整の準備

年末調整については、どこまで段取り・準備をすすめておくかで業務効率が大きく異なります。
対象者へ確認する事項、提出してもらう書類も多くあります。提出もれや添付忘れなどがないように、

回収期限を早めに設け、確認しましょう。

２．年末賞与の支払準備

今月は、賞与の支給額を決めるための準備があります。業績や勤務成績などの情報を整理し、人事評価
資料の配布などを行う必要があります。

３．所得税の予定納税額の減額申請（第2期分のみ）

11月は、所得税（復興特別所得税を含む）の予定納税第2期分の納付月です。もし、その年の申告納税
見積額が予定納税基準額（注）に満たないと見込まれる場合には、予定納税額の減額にかかる承認を申請
することができます。11月1～15日までに提出できる減額申請は、予定納税のうち第2期分のみです。
（注）予定納税基準額は、税務署が計算をして事前に納税者へ通知します。この予定納税基準額は所得税
及び復興特別所得税の合計額で計算します。

４．翌年のカレンダーの作成

年が明けたら配布できるように、会社の年度カレンダーの準備を開始しましょう。
取引先へカレンダーを配布している場合には、年末の挨拶に間に合うように準備しましょう。

５．忘年会の準備

年末行事の大きなものに忘年会があります。
全社行事として執り行う場合は、総務が中心となって企画運営していくこととなります。

□場所の確保
□来賓の確認
□乾杯の音頭、挨拶等の依頼
□余興の準備
□出席者数の確認

など、段取りよくすすめましょう。

６．防火対策

秋の火災予防運動の時期です。いざというときに慌てないように、避難訓練や非常時の対応方法につい
て周知しておきましょう。

消防設備の点検 ・・・ ・・・ ・・・ 消火器、非常口、非常階段、避難経路など
非常時の対応方法見直し ・・・ ・・・ 連絡方法、避難対策など

冬にかけて火を取り扱う機会が増えてきます。火の後始末の方法などを確認しましょう。
また不用意に、燃えやすいもの等を屋外に放置しないようにしましょう。
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今月は、年末調整や賞与支給などの準備に追われます。

段取りよく計画をたててスムーズに業務ができるように

しましょう。

2017.11

日 曜日 六曜 項 目

1 水 先負

2 木 仏滅

3 金 大安
文化の日

4 土 赤口

5 日 先勝

6 月 友引

7 火 先負
立冬

8 水 仏滅

9 木 大安
●秋季全国火災予防運動（～15日まで）

10 金 赤口
●源泉所得税・復興特別所得税・住民税特別徴収分の納付（10月分）
●一括有期事業開始届（建設業）届出

11 土 先勝

12 日 友引

13 月 先負

14 火 仏滅
●継続・有期事業概算保険料延納額の支払（第2期分※口座振替を利用する場合）

15 水 大安
●所得税の予定納税額の減額申請（第2期分のみ）提出期限

16 木 赤口

17 金 先勝

18 土 仏滅

19 日 大安

20 月 赤口

21 火 先勝

22 水 友引
小雪

23 木 先負
勤労感謝の日

24 金 仏滅

25 土 大安

26 日 赤口

27 月 先勝

28 火 友引

29 水 先負

30 木 仏滅

●健康保険・厚生年金保険料の支払（10月分）
●所得税の予定納税額の納付期限（第2期分）
●個人の事業税納付（第2期分）

お仕事
カレンダー
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